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子どもの被害者・加害者化を防ぐ研修プログラム

開発－消費文化を背景に生じる消費者トラブル

に焦点をあてて－ 

（社会安全研究財団 2011年度 若手助成） 

東京学芸大学大学院連合 学校教育学研究科 

奥谷めぐみ 

 

1. 本研究の背景及び目的 

1980年代以降、漫画やアニメ、ゲームといった

子どもをとりまく消費文化は急速に発展してきた。

2003 年には、国際的な市場規模の拡大に注目し、

経済産業省文化情報関連産業課が、国内アニメー

ション産業の支援に関する施策を提言している。

既に子どもをとりまく文化はマイノリティの文化

ではなく、産業として着目されている。 

しかし、これらの消費文化との関わり方が子ど

もの情操面の発達に及ぼす影響については、児童

心理学、教育学等の多様な学際領域で検討されて

いる。 

例えば、社会現象として取り上げられた「ゲー

ム脳」「メール脳」[森 2002,2007]問題や、オンラ

インゲームに昼夜問わず没頭する問題抱えた人々

を「ネトゲ廃人」[芦崎 2009]と表現する等、消費

文化との適切な関わり方が問われている。これら

の論の真偽には慎重な姿勢を示すべきである。 

しかし、現在では家庭用ゲーム機のインターネ

ット端末化、携帯電話の汎用性を利用したインタ

ーネットコンテンツ、SNSの普及など、子どもの

消費文化との接触機会はインターネットを通じて

増加し、生活環境にも多様な変化をもたらしてい

ることは自明である。 

以上のような社会動向の中で、消費文化の背景

でサーチ行為やリアルマネートレード（RMT）な

ど、消費者トラブルに巻き込まれるリスクの高い

消費行動が存在し始め、消費者としての価値形成

に影響を及ぼしていることが懸念される。しかし、

インターネットコンテンツ等の新しいサービスに

対する法整備が不十分であることが懸念される。 

そこで、本研究は、次の3点を目的とする。 

①子どもをとりまく消費文化及びインターネッ

トコンテンツに関する諸課題の整理 

子どもをとりまく消費文化の発展の経緯とメデ

ィア、インターネットコンテンツとの関わりから、

子どもの周辺にある生活課題を明らかにする。 

さらに、インターネットコンテンツに関する国

内外の消費者対応や法整備、教育の現状等に関す

る文献を整理し、国内における課題を明らかにす

る。 

②子どもをとりまく消費文化と消費実態 

小学生、中学生、高校生を対象にアンケート調

査を実施し、消費文化との関わり方や子どもの金

銭的に対する価値意識等に及ぼす影響について明

らかにする。 

③子どもの加害者化、被害者を防ぐ教員・大人向

け講習プログラムの開発 

子どもをとりまく消費文化に関連するトラブル

について社会的認知、理解を促すための、教員・

大人向けの講習プログラムを開発する。 

 

 なお、本論においては、“音楽、ゲーム、アニメ、

漫画、玩具等の幼児期から青年期の消費者をマー

ケティングターゲットとし発展した文化”を“子

どもをとりまく消費文化”と位置付けている。一

般的には“サブカルチャー”として表現されてい

るが、すでにメインカルチャーとのボーダレス化

が進んでいる点、両者の概念を明確に区別して定

義することは困難である点を踏まえたためである。

場合によっては、“ユースカルチャー”という表現

も用いられるが、現在これらの消費文化に対する

20～40代の親世代の許容度、関心も高いことが伺

える[東 2007]。よって、若年者のみの生活課題で

はないことも踏まえている。以上、消費文化に対
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する誤認を招く表現を控えるために表現を定めて

いる。 

 

2. 本研究における調査方法  

本研究の調査目的に合わせて、以下の通り研究

計画を立て、研究活動を進めてきた。括弧内の数

字は関連する目的である。 

表 1 本研究における研究計画 

期間 研究方法 

2010年8月～11月 子どもがかかわる消費文化を背景に生じ

る消費者トラブルの実態把握（①） 

2010年9月～12月 「バーチャル消費」に関わる子ども達の実

態調査（②） 

2011年1月～4月 子ども及び教員向け研修プログラム開発

（③） 

2010年7月～2011

年7月 

各地消費者教育及び情報教育に関連する

教員向け研修・講座への参加・参与観察

（③） 

 それぞれの調査方法について、次に示す。 

 

①子どもをとりまく消費文化及びインターネッ

トコンテンツに関する諸課題の整理 

 まず、子どもをとりまく消費文化やインターネ

ットに関連する書籍・文献を収集してきた。関連

する文献は、1970年代以降の子どもをとりまく消

費文化の変遷と消費生活への影響やインターネッ

トコンテンツがその発展に及ぼした影響について

検討する、アメリカでのオンラインゲームの教育

的扱いなどについて、文献を収集、整理した。 

 なお、1980年代から子どもをとりまく消費文化

は発展してきたが、その前身となる現象が 1970

年代から垣間見えている。よって、調査対象は

1970年代の子どもをとりまく消費文化とした。 

 

②子どもをとりまく消費文化と消費実態 

次に、子どもの「バーチャル消費」としてイン

ターネットコンテンツ利用実態を取り上げ、ゲー

ム経験に関するアンケート調査を神奈川県内の小

学生、中学生、高校生を対象に実施した。アンケ

ートの実施日程や回収率は次のとおりである。 

調査票は小学校は学年主任、中学校及び高等学

校は家庭科教員に依頼し、授業内で直接配布、直

接回収を頂いた。回収した調査票は個人情報保護

の観点から、調査校へ調査者自身が回収に向かっ

た。 

表 2 アンケート調査の日程と回収率 

調査日程 2011年 5月～6月 

調査対象校 神奈川県に所在する小、中、高等学校 

回収率 

小学校 対象者：小学 5年生 

2クラス (75/80人 93.8%)  

中学校 対象者：中学 2年生 

5クラス (169/175人 96.6%) 

高等学校 対象者：高校 2年生 

6クラス (225/237人 94.9%) 

調査内容に関しては、「金銭と倫理に対する価

値意識に関する尺度項目」1、「情報メディアの利

用実態」、「インターネットコンテンツの利用状

況」、「メディア（携帯電話、スマートフォン、

パソコン）の利用状況」、「各種ゲーム（トレー

ディングカードゲーム（以下TCG）、テレビゲー

ム、オンラインゲーム）」、以上の 6項目に関す

る質問を設定した。 

 

③子どもの加害者化、被害者を防ぐ教員・大人向

け講習プログラムの開発 

各地消費者教育及び情報教育に関連する教員向

け研修・講座への参加・参与観察を行った。東京

都、神奈川県、埼玉県などの消費者行政が実施す

る消費者教育に関する教員向け講座や市民向け講

座、消費者教育関連団体が実施する教員、学生向

けの講座に参加した。その一覧を表 3に示してい

る。 

 

 

                                                   
1 調査項目に関しては、先行調査[奥谷・鈴木 2010]を基に

再度調整した。金銭に対する価値意識項目はそのまま、倫

理観に関する価値意識項目に関しては、特に消費文化の影

響力が強いと判断された 4項目を抽出している。 
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表 3 参加した研修及び講座一覧 

 

インターネットに関連するテーマについての講

座や消費生活を取り扱った教員向け講座に参加し、

その様子を記録した。 

さらに、その講座の中でも情報モラル、インタ

ーネットコンテンツのトラブルについて取り扱っ

ている講座の提供者に対してヒアリング調査を実

施した。 

 消費者教育支援センター 

（http://www.consumer-education.jp/nice/index.

html） 

 1990年に設立され、学校及び生涯教育の場面で

消費者教育の展開している財団法人である。教員

や一般消費者に向けた講座・指導書を含めた教材

の提供等の活動を行っている。調査内容としては、

「講座・教材提供の現在の傾向」、「講座に関する

教員のニーズ」、「講座展開のポイント」などを尋

ねた。 

 ACE(企業教育研究会) 

（http://ace-npo.org/index.html） 

 2008 年度より、企業、大学、学校の 3 者連携

によって、授業づくりを展開している NPO 法人

である。教員向けの講座などの展開、子どもとメ

ディアの関わりに関する教材の開発なども行って

いる。「講座展開のポイント」、「教材や指導案を学

校教育で展開するポイント」等について尋ねた。 

 KC’s(消費者支援機構関西) 

（http://www.kc-s.or.jp/） 

 2005 年に設立された NPO 法人であり、2007

年には的確消費者団体2として認定されている。事

業者に対する差し止め請求や行政に向けた各種提

言及び要請、消費者を対象にしたセミナーなどの

活動を展開している。インターネットコンテンツ

に関する申し立て案件を扱っていたグループに対

して、「現在の子どもをとりまくメディアやインタ

ーネットの環境の問題点」、「インターネットコン

テンツと国内の法律について」等を尋ねた。 

以上の参与観察及びヒアリングの結果及び①、

②で得られた知見を整理し、子ども及び教員向け

研修プログラム開発に関連する情報として資料と

して活用する。 

 

3. 結果及び考察 

①子どもをとりまく消費文化及びインターネッ

トコンテンツに関する諸課題の整理 

 子どもをとりまく消費文化及び情報メディア、

インターネットに関する先行研究及び、インター

ネットコンテンツをめぐる生活課題と法的整備に

関する先行研究の整理を行った。 

その結果を「(1)1970 年代以降の子どもをとり

まく消費文化の変遷の特徴と諸課題」、「(2) 子ど

もを守るシステムとしての法的整備と教育」の 2

つの観点から後述する。 

 

(1)1970 年代以降の子どもをとりまく消費文化の

変遷の特徴と諸課題 

1970年代の特徴は、子どもたちの生育環境が家

庭、学校の直線的な関係から消費文化を加えたト

ライアングル型に変化したことであることが指摘

                                                   
2 適格消費者団体…消費者契約法第 2条第 4校に

定められており、「消費者全体の利益擁護のために

差止請求権を適切に行使することができる適格性

を備えた消費者団体」である。 

http://www.consumer.go.jp/seisaku/caa/soken/te

kikaku/tekikakudantaitoha/tekikakudantaitoh

a.html 

開催場所 講座名 開催日程

消費者問題教員講座 2010年7～8月

教員のための金融教育セミナー 2010年8月

消費者教育教員研修 2010年7～8月

インターネット被害未然防止講座 2010年7月

埼玉県 授業に役立つ教職員消費生活セミナー
2010年7～8月
2011年7～8月

和歌山県 教員向け消費者教育セミナー 2010年8月

教員課程講習会 2010年8月

消費者教育指導者養成講座 2010年8月

神奈川県 2010年8月

北海道 2011年8月

岐阜県

神奈川県

東京都

日本消費者教育学会　学生セミナー
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されている[中西 2003]。ゲームや漫画、アニメが

子どもの生育環境に身近になり、子ども同士のコ

ミュニケーションにおいて共通の“記号”が生ま

れた。 

次に、1980年代には、その“記号”がより身近

になり、食玩や文房具などの安価で、子どもにと

って身近な消費財が子どもをとりまく消費文化と

関連付けて販売され始めた。こうした消費文化に

関連する商品が身近になるにしたがって「人気ゲ

ームソフトの抱き合わせ商法」、「希尐性の高い食

玩に高額な値段が設定されて売買される」等の問

題が生じていた。 

さらに、1990年代は、バブル経済の崩壊をはじ

めとする社会問題の到来も含め、消費文化におい

ても大きな転換期となった。テレビゲームが高価

になりつつある中で、一般家庭にとって「あって

当たり前」の遊び道具となった。さらに、TCGの

ような子ども同士のコミュニティの中で広がるゲ

ームが浸透してきた。 

2000年以降は、インターネットコンテンツが急

速に発展していることが明らかになっている。ま

た、メディアや商品の多様化から、消費文化が細

分化し、共通の“記号”の意味が薄れ始めてきた

時代である。また、インターネットコンテンツの

浸透に伴い、プロフや mixi、モバゲー、GREE

などのゲームコンテンツとソーシャルネットワー

キングサービス（以下、SNS）がコミュニケーシ

ョンの場として身近なものになっている。インタ

ーネットに接続できるメディアも、携帯電話だけ

でなく、パソコンやスマートフォン、タブレット

端末、家庭用ゲーム機（携帯用を含む）など、多

様で、子どもでも簡単に触れられるようになって

いる。家庭用ゲーム機の主流が家庭で据え置くタ

イプの物から、個別なポータブル機種に移り変わ

っていることも特筆すべき点であると考える。 

以上の通り、1970年代以降のこどもをとりまく

消費文化と環境は、急速に変化していることがわ

かる。多様な消費のあり方に、消費生活のスタイ

ルや趣向に応じて形成される、子ども同士のコミ

ュニティの規模が縮小していったと考えられる。

馬居[2000]は、このように流動性の高い消費文化

との接触がアイデンティティ形成を不安定なもの

にしている可能性について触れている。子どもた

ちは、マーケティング展開が多様になるなかで、

商品の機能そのものではなく、商品に含まれる”

記号”を消費し、自分を表現しようとている。反面、

その中で周辺の友人と共通した”記号”を見出すこ

とができない、あるいは共通の”記号”を持った友

人以外とのコミュニケーションの困難である、不

安定な環境に置かれていることが懸念される。 

そのため、オンラインゲームや SNS といった

コミュニケーションを中心とするネットワークサ

ービスでは、共通の”記号”に価値も見出す仲間が

作り易い環境に向かいやすい。共通の価値観を持

った仲間と出会うことで、強制的に異なる価値観

を持つ他者と出会わなければならない学校や社会

の中での生きづらさから逃避し、インターネット

上に居場所を形成するため、ゲームやメールとい

った仲間同士でのコミュニケーションに没頭して

いると考えられる。こうしたインターネットを通

じたコミュニケーションに対する依存症は既に海

外においても中毒症状として認識され、ティーン

が抱える課題として注目され、国内においても、

ようやくその症状を病理として取り上げ、尐年期、

青年期の課題として注目され始めている [牟田

2010]。 

アメリカでは、「インターネット中毒」及び「オ

ンラインゲーム中毒」の問題点が挙げられている。

中毒を起こすことによる生活習慣の乱れ、経済的

な観念の喪失等が懸念されている。心理学の観点

から、「オンラインゲーム中毒」に陥る 18の要因

が整理されている［Terry R.2007］。要点は次の
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通りである。 

 レベルシステム 
 夢中になる操作 
 移動を手間取らせるシステム 
 経済の操作（アイテムの売買） 
 対戦でのアイテムの損失 
 貴重な戦利品とその収集 
 無料プレイ 
 ギルドシステム 
 ゲーム内でのメール、メッセージ 
 集団チャット、スカイプ、ベントによる会話 
 マンガのような記述 
 アイテムの务化 
 友人リスト 
 家の貸し借りとギルドホール 
 （アイテム、装備品などの）制作システム 
 現実の時間との関わり 
 終わりのない物語 
 名声や派閥 

Terry R. Waite, Plugged In,pp.24-25, 

Publish America Baltimore, (2007)より報告者訳 

  

中毒の要因として、ゲームシステムそのものや、

ゲーム内での他者との関わりが挙げられている。 

前者に関しては、時間の経過や物語の設定上、

時間を掛けるほど有意義になるシステムが取り入

れられている点が指摘されている。さらに、アイ

テムに異なる希尐性を掛け、その取引、収集を促

すようなシステムが、ゲームへの関わりの時間を

引き伸ばす影響もあると考えられる。 

さらに、後者に関しては、ゲーム内でのコミュ

ニケーションにとどまらず、外部のツール（Skype

等）の利用でのコミュニケーションも行なってい

ることが伺われる。 

また、2000年代、mixi の利用者拡大に伴って、

こうしたネットワーク上で、実名を用いたインタ

ーネットコミュニケーションが一般化した。しか

し、実名を記すことでトラブルに巻き込まれたり、

発信した情報が誤りであった場合、匿名の第三者

からの攻撃の対象になったりとリスクも大きい。

実名でのコミュニケーションが一般的になった現

在、リスクを認識していないケースも多々見られ

る。情報の流出のリスク、インターネット上での

発言がもつ意味について理解を促す教育の必要性

が確認された。 

 メディアツールや消費文化との適切な距離の取

り方は、日常生活の生活リズムや家庭との関連性

の高い生活課題である。子どもだけが解決できる

問題ではなく、周囲の大人の介入が求められる。 

特に、これらの個別性の高いメディアを通じて、

第三者との接触やコミュニケーションだけでなく、

インターネットコンテンツの売買契約も可能とな

っていることは看過できない。物を買うという行

為が、第三者とのコミュニケーションを不要にし、

金銭を行き来する場面も見えにくくしている。 

七海[2000]は、あらゆる手続きがバーチャル化

する中で、消費生活のバーチャル化は子どもたち

の金銭感覚も意識や消費生活のスタイルを変容さ

せる可能性を指摘している。物を購入し、金銭の

支払う、という場面でさえ子どもたちの目の前か

ら消えている。現金よりもプリペイド機能を持っ

たカードでの買い物が子どもたちにとって当たり

前になっている現実もある。しかし、なぜカード

で商品を購入できているのか、そのシステムや仕

組を使用している児童・生徒が十分理解している

かどうか、判別することは困難である。 

一般的に、店舗や商品、通貨でさえバーチャル

なインターネットを介した売買において、第三者

が意思決定の場に介入しにくくなっている。現状

では、これらのコンテンツは高校生や中学生、あ

るいは小学生でも容易に利用できるようになって

いる。著作権に対する理解や倫理観や経済観念が

未成熟の状態で、第三者の目の届かない環境であ

り、リスクの高い消費から子どもを守ることは困

難である。携帯電話のコンテンツや、オンライン

ゲームの利用者の大半を20～30代が占めており、

携帯電話のサービスに関しては 40 代の利用者も

多い。親世代も消費文化と密接に関わるサービス

を享受しながら、そのリスクを認識していない可

能性が高い。大人も子どもと共にサービスを利用
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し、そこにあるリスクや、問題点を認識する必要

性があるだろう。 

このように消費の場がインターネット上に移る

こと、各種メディアは共通の”記号”をもつ仲間と

繋がるためのツールとして活用されていることの

2点に加えて、SNSをはじめとするウェブサイト

やインターネットコンテンツは、子どもたちの消

費欲求を掻き立てる宣伝としての役割も持ってい

る。 

SNSサービスの中には、新規ユーザーを誘い込

むことで、既存のユーザーにメリットがある仕組

みが導入されているケースもある。同じ価値観を

持つ仲間同士やインターネットコンテンツの紹介

やゲーム攻略、情報の交換などのコミュニティが

生まれ、新規ユーザーを巻き込みながら、その消

費拡大を促進する効果があると考えられる。 

 多様化した消費文化によって、動画や音楽とい

った情報は膨大な量が存在している。その中で、

特定の動画や音楽にアクセスするユーザーは、関

連する消費文化に関心の高いユーザーである。関

心の高い消費者に向けられた宣伝効果は、テレビ

や雑誌など大衆に向けたメディア以上に効果が期

待できることが考えられる。メディアリテラシー

能力が低く、欲求に対して適切なコントロールが

困難な子どもにとって、消費文化の情報は消費欲

求を高め、過度の消費行動を導く可能性がある。 

以上のように、新しい消費文化や関連する商

品・サービスへの関心を高める宣伝媒体として、

あるいは関心のなかった新規ユーザーを取り込む

手段として、これらの SNS を活用する有効性が

検討されている。適切な距離を保つ情報処理の能

力と、それらのメディアを使って容易に情報発信

できる立場であることを理解し、管理することの

できる能力を身につける必要性が求められている。 

 1970年代以降の傾向からの、子どもをとりまく

おおまかな消費文化は学校、家庭といった生活環

境に新しく出現した生活環境である。インターネ

ット、メディアとの関わりによって、その環境も

大きく変化し、子どもの周囲の理解と、コントロ

ールが求められている点が明らかになった。 

 続いて、消費文化に関連するトラブル、インタ

ーネットコンテンツにまつわるトラブルの特徴と、

法的整備について整理する。 

 

(2) 子どもを守るシステムとしての法的整備と教

育  

また、消費行動が細分化したことにより、何に

金銭的、経済的価値を見出すかは、その細分化し

た消費者の中で決定されていると考える。 

鈴木[2008]は、2000年代に見られる限られた消

費者を中心にしたヒット商品を「姿の見えないヒ

ット商品」としている。この傾向はものだけでは

なく、サービスにも見られる傾向であろう。子ど

も同士のコミュニティを対象に発展したものやサ

ービスの場合、対象外となる大人や親世代の消費

者にとっては、そのものやサービスに対する価値

が見えにくいものであると考えられる。 

例えば、2000年代以降のインターネットコンテ

ンツサービスは特に子どもにとって身近なゲーム

を中心に発達した。そのため、子どもが消費者ト

ラブルに巻き込まれるケースも尐なくない。オン

ラインゲームは 2000 年代にタイトル数が急増し

た。ユーザーの増加に伴い、によるとゲーム運営

会社の杜撰なトラブル対応や管理体制が問題にな

り始めた[国民生活センター 2005]。また、同セン

ター[2009]から無料ゲームサイトにおける消費者

トラブルが多発している実態も公表されている。

どのトラブルも社会的に認知される前から、既に

生じており、経済的な損失があると客観的に認め

られてから対応がなされている。 

価値が理解出来ない第三者がこのトラブルに対

応した場合、トラブルに直面した子どもにとって
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は大きな経済的損失であるにも関わらず、軽微な

問題として扱われ、本来必要な対応が十分とられ

ていないことが懸念される。 

実際に、子どもが持つ TCG のカード、食玩、

インターネットコンテンツの一部は、高値で取引

されるケースもある。新しい商品・サービスが展

開されるなかで、未だに認識されていないリスク

も子どもの身近に多々あることが懸念される。経

済観念の未熟な子どもたちが何を被害と感じ、何

を問題として感じているのか検討する必要がある。 

さらに、インターネットコンテンツの取引に対

する法整備は不十分であり、消費者が不利益を被

りやすい立場に陥る可能性がある。 

日本では 2001 年に不正アクセス禁止法が制定

され、他者の ID を勝手に利用する行為は法的に

罰せられる対象となった。しかし、オンラインゲ

ームのアイテムは見た目の変化だけではなくゲー

ム内での立場の向上など、子どもにとっては魅力

的な要素が大きい分、消費欲求に駆られて不正な

行為に至るトラブルもすでに報告されている［朝

日.com 2011］。特筆すべきは、不正アクセス行為

を行った子どもが罪悪感を抱いていない、という

点である。これは、自分の行った行為の問題点が

理解できていない点である。法律で禁止されてい

るという理解以上に、インターネットと現実世界

のつながりを認識させ、何故問題があるのか、何

故禁止されていることなのかを理解することが最

も重要であると考える。 

2009 年 12 月に特定商取引法が改正され[経済

産業省 2009]、オンラインゲームサービスも指定

商品・指定役務の対象となり、新しいサービスの

形として認識され始めたが、RMT の課題やオン

ライン上の取引に対する返品や交換などの対応等、

消費者側は不利な環境になるといえよう。RMT

で売買されるゲーム内通貨やアイテムには財産的

価値は含まれていないという判例もあり、現行法

では契約不履行として民事事件として扱われるケ

ースもみられる［アリス・リデル 2006］。しかし、

これらの法的判断も事例によって異なることから、

加害・被害の明確な判断は困難である。 

オンラインゲーム産業が活発な韓国においては、

2007年にゲーム産業振興法を改正し、不正アクセ

スや違法ツールを取り入れた悪質な RMT 業者に

対する法的規制を設けている[JETRO,2007]。 

第 3章 第 15条利用不可決定 

②多者間にネットワーク（オンラインゲームを含む）を構

築し、オンライン上で得た点数を現金化（口座振込、オン

ライン送金、サイバーマネー等）できる場合、利用不可を

決定できる。 

JETRO,参考資料：韓国におけるコンテンツ関連の「法案及

び規定」p.65より抜粋 

また、ゲーム産業の支援法や、ゲームサービス

の知的財産権などの保護法、消費者保護のための

規制法が存在している［JETRO2006］。規制法の

一つである青尐年保護法などは 2011 年度に改正

され、18歳以下の子どもの深夜のインターネット

アクセスが制限されるなど、青尐年保護の観点も

踏まえられている。 

アメリカやヨーロッパでは RMT を積極的に導

入しているケースも散見される。アメリカでは、

仮想空間の創作物を著作物として扱ったり、仮想

通貨に対する税制度の導入を検討したりしている。

このようにインターネットコンテンツサービスを

定着させ、新たな価値創造を積極的に促す動向が

ある［水越 2008］。 

 さらに、アメリカでは、5～6歳をターゲットと

したオンラインゲームに関する読本［David 

J,2010］などもあり、子どもをゲームから引き離

すための取り組みではなく、オンラインゲームが

どのようなものであるかを、親子で理解し、その

関わり方を検討する、という趣旨で作成されてい

る。オンラインゲームに対する、幼尐期からの教

育が必要であることが示された。 
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【上記成果と関連する研究報告】 

奥谷めぐみ・鈴木真由子,子どもをとりまく消費文
化の変遷にみる生活課題,大阪教育大学紀要,第Ⅱ部
門,pp.24-34,（2011） 

 

②小・中・高校生を対象にしたアンケート調査  

 アンケートの結果を単純集計した結果から、

小・中・高校生のメディアやゲームとの接触状況

を明らかにした。調査結果及び考察はメディアと

の接触状況、各種ゲームとの関わり、ゲーム経験

が金銭及び倫理に対する価値形成に及ぼす影響の

3つの観点から整理する。 

 

ア. メディアとの接触状況 

 今、子どもの身の回りにインターネットに接続

できるメディアが多く存在している。本調査では、

携帯電話、スマートフォン、パソコンの 3つのメ

ディアを取り上げて、所有実態と利用頻度につい

て尋ねた。まず、所有実態について、各学校段階

で自由にできるメディアを図に示した。 

 

 

図 1 各種メディアの所有状況 

 高校生の携帯電話所有率は9割を超え、小学生、

中学英でも 7割近い値を示した。スマートフォン

を所有している割合は1割にも満たないが、これ

から携帯電話所有者の買い替えが生じた際、スマ

ートフォンへの移行が生じる可能性は非常に高い

ことからも、今後、スマートフォン所有の未成年

が多くなることが伺える。また、これらのメディ

アを 2 つ以上所有している割合は全体で 16.0%、

3つ全てを所有していたのは 1.3％であった。身近

にインターネットに接続できるツールが複数ある

ため、家庭内でのペアレンタルコントロールが携

帯電話のフィルタリングだけでは不十分であるこ

とが懸念された。 

 次に、それらの使用頻度について尋ねた結果を

図 2～4に示す。 

 

図 2 携帯電話の使用頻度 

 

図 3 スマートフォンの使用頻度 

 

図 4 パソコンの使用頻度 
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携帯電話はほぼ毎日接触していることが明らか

になった。小学生、中学生では約半数であったが、

この約 9割が携帯電話所有者であった。他のメデ

ィアにおいても、「自分専用であるか」、「家族共用

であるか」の違いは大きく影響していることが明

らかになっており、自分専用のメディアは毎日使

用しているという結果が明らかになった。 

イ. 各種ゲーム経験と接触の仕方 

各種ゲームの利用者は図5に示した通りである 

図 5 学校段階ごとのゲーム経験 

 

小学校の段階ですでに約2割の児童が、中学生

では約4割のオンラインゲームに触れていること

が明らかになった。メディアを毎日使用する中で、

日常的に使用するインターネットコンテンツの一

部となっていることが伺える。 

TCGに関しては、小学生が最も高い割合となっ

た。これは、TCGが小学生の年齢層をターゲット

として設定されているため、身近なゲームの 1つ

として受け入れられ、経験しているかどうかの判

断がしやすかったこと、調査対象校の家庭環境に

も影響されていると考えられる。 

さらに、これらの各種ゲームで遊びはじめた年

齢の平均値を学校段階ごとで算出し、表 4に示し

た。 

表 4 各種ゲームで遊びはじめた年齢（歳） 

学校 

段階 

TCG テレビ 

ゲーム 

オンライン

ゲーム 

小学生 5.6 6.8 7.9 

中学生 6.7 7.1 10.7 

高校生 7.3 7.0 13.0 

上記結果から、幼児期から子どもをとりまく消

費文化が身近にあることが示された。 

テレビゲームに関しては小学校 1～2 年生前後

で既に遊び始める児童が多いことが示された。さ

らに、年齢の有意差を検出するため、多重比較を

行った結果、TCG及びオンラインゲームにおいて

は、小学生と中学生、高校生の間に有意な差が検

出された(TCG：p<0.01,オンラインゲーム：

p<0.001)。 

遊びはじめた年齢から、幼児期に安価で入手し

やすいTCG、尐年期にテレビゲームからオンライ

ンゲームに関心が移行しているということが明ら

かになったが、小学生と高校生ではその移行期間

が非常に短いことが示されている。つまり、消費

文化とかかわるうちに、次々と新しい商品、サー

ビスに感心を持ち、遊びはじめているという事が

示されたといえよう。 

次に、遊びはじめたきっかけで最も多い回答は

「興味があったから」(TCG45.1%、テレビゲーム

56.9%、オンラインゲーム65.6%)、続いて「友達

がやっていたから」(TCG58.2%、テレビゲーム

48.9%、オンラインゲーム44.2%)という回答に集

中していた。続いて、テレビゲーム、オンライン

ゲームは「兄弟・姉妹がやっていたから」（テレビ

ゲーム 24.9%、オンラインゲーム 24.3%）となっ

たが、TCG のみ、「カードに関わるアニメやゲー

ムが好きだから」(27.5%)と異なる傾向を示した。 

これらの遊びが子どもの興味・関心を引きつけ

る要因として、周囲の子ども同士（友達、家族）

のコミュニケーション、消費文化のマルチメディ

ア化が影響していることが伺えた。 

回答数は多くはなかったが、テレビゲームで遊

びはじめた 16.5%の子どもは「親がやっていたか

ら」と回答している。消費文化との接触が家族で

ある親によってもたらされている側面が示された。 

では、家族内でのルールはどのように設定され
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ているのかという質問に対しては、TCG、テレビ

ゲーム、オンラインゲームそれぞれに対して、時

間及び日程の制限、行動の制限（遊ぶ場所、カー

ドの売買等）等を挙げた。ここでは、ルールの有

無のみ焦点をあて、表5に示した。 

表 5「特にルールは決められていない」と回答した割合 

(%) 

TCG においてはどの学校段階においても約 8

割前後がルールは定められていなかった。テレビ

ゲーム及びオンラインゲームは学校段階が上がる

につれて、ルールが設定されていないことが示さ

れた。テレビゲームとオンラインゲームを比較す

ると、オンラインゲームに関するルール設定が十

分ではないことが明らかになった。今後、家庭で

のルール設定、保護者と子どものコミュニケーシ

ョンが重要である。例えば、オンラインゲームは

時間的な制約も必要であるが、金銭的にどこまで

支払うのか、アイテムはどこまで購入がみとめら

れるのか等、従来のテレビゲームとは異なった側

面がある。さらに、テレビゲームでもオンライン

ゲームと同様のシステムが設定されていることや、

携帯電話では支払いが一括になること等の点を考

慮すると、家庭内でのメディアとの関わりと共に、

ゲームとの関わり方も重要な要素となると考える。 

続いて、3種類のゲームを「全て経験なし」、「1

種類経験あり」の「ゲーム経験尐グループ」と、

「2 種類経験あり」、「全て経験あり」の「ゲーム

経験多グループ」の 2 つのグループに分類した。

「金銭に対する価値観」及び「倫理観」に関する

質問項目の回答である 1～5 までを点数化し、項

目別及び項目全体の平均点を算出しｔ検定によっ

て比較した3。その結果を表6及び 7に示す。 

                                                   
3 逆転項目に関しては、点数を逆転させて算出し

 まず、「金銭に対する価値観」に関する項目に於

いては、「ゲーム経験尐グループ」が 56.2点、「ゲ

ーム経験多グループ」が53.3点と、有意に「ゲー

ム経験多グループ」が低いことが示された

(p<0.01)。一方で倫理に対する項目においては、

「ゲーム経験尐グループ」が 12.3 点、「ゲーム経

験多グループ」12.1 点となり、有意差は認められ

なかった(p>0.05)。金銭に対する価値意識では有

意差が検出された項目が7項目であった。倫理に

関する項目では、全体の平均からは有意差は検出

されなかったが、項目別では有意差が検出された。

どの項目においても「ゲーム経験多グループ」の

項目の点数は低い結果となった。 

 よって、ゲームとの関わり方が金銭や倫理に対

する価値意識と何らかの関わりがあることが示さ

れたといえよう。 

【上記成果に関する研究報告】 

奥谷めぐみ・鈴木真由子,中・高・大学生の消費文化
との関わり方の実態－消費文化を背景に生じるトラ
ブルとその課題―,国民生活研究 第 51巻第 2
号,pp.69-85,独立行政法人国民生活センタ
ー,(2011) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                             

ている。算出された平均点が低いほど、拝金主義

的でモラルの低下があると判断される。 

TCG テレビゲーム
オンライン
ゲーム

小学生 90.6 25.5 53.3

中学生 84.8 41.1 63.6

高校生 84.8 57.8 68.5
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表 6 金銭に対する価値観に関する調査項目のグループ別点数比較 

表 7 倫理観に関する調査項目のグループ別点数比較 

倫理に関する調査項目 ゲーム経験

グループ N 平均値 有意差

ゲーム経験少 160 2.8

ゲーム経験多 308 3.0

ゲーム経験少 158 3.5

ゲーム経験多 309 3.5

ゲーム経験少 157 2.1

ゲーム経験多 307 1.9

ゲーム経験少 159 3.8

ゲーム経験多 309 3.6

世の中には「だます人」「だまされる人」がいるが、「だまされる人」の
方が悪い

*

*

やりとおさなければならないことがあるときは、どんな誘惑があっても最

後までやりとおすことができる

この世の中では努力はいつか報われるようになっている

この世の中では悪いことや間違ったことをしてもの見逃される人が数多く

いるう

金銭に対する価値観に関する調査項目
ゲーム経験
グループ

N 平均値 有意差

ゲーム経験少 158 3.4

ゲーム経験多 308 3.1

ゲーム経験少 158 3.7

ゲーム経験多 309 3.6

ゲーム経験少 158 3.1

ゲーム経験多 308 3.2

ゲーム経験少 159 4.2

ゲーム経験多 309 4.3

ゲーム経験少 158 3.7

ゲーム経験多 308 3.5

ゲーム経験少 157 2.3

ゲーム経験多 309 2.2

ゲーム経験少 160 3.1

ゲーム経験多 309 2.7

ゲーム経験少 159 3.7

ゲーム経験多 306 3.5

ゲーム経験少 160 3.2

ゲーム経験多 308 3.0

ゲーム経験少 160 3.5

ゲーム経験多 308 3.3

ゲーム経験少 157 3.0

ゲーム経験多 305 3.0

ゲーム経験少 159 2.9

ゲーム経験多 308 2.7

ゲーム経験少 159 4.5

ゲーム経験多 305 4.2

ゲーム経験少 158 3.5

ゲーム経験多 305 3.3

ゲーム経験少 156 3.9

ゲーム経験多 305 3.8

ゲーム経験少 158 4.2

ゲーム経験多 309 4.2

*人がもっているものは自分も欲しい

お金が一番大切である

お金はこつこつ働いてためるものである

***

***

*

*

*

**

嘘をつかなければ金もうけはできない

お金持ちはかっこいい

将来に備えてできるだけ貯蓄すべきだ

できるだけ、お金持ちの友達をもちたい

欲しいと思ったら買えるのはとても楽しいことだ

お金もうけより学問をすべきだ

お金があれば人より有利になる

成功の人生はお金持ちになることだ

お金があれば、思うぞんぶん人生を楽しめる

お金で権力を買える

結婚するならお金持ちのほうがよい

お金持ちの家出生まれたらいいなと思ったことがある

お金をもうけるためにどんな手段を使ってもいい
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③子どもの加害者化、被害者を防ぐ教員・大人向

け講習プログラムの開発 

特に情報モラルに関するテーマの講座の内容を

整理した結果は次の通りである。 

 その中で、教員の研修においてもオンラインゲ

ーム等の消費者トラブルに焦点をあて、教材、授

業案などが提示されていた。オンラインゲームの

トラブル等の新しいサービスに関する情報はまだ

尐なく、教員が新しい情報を求めてこれらの研修

に参加していることが伺える。つまり、子どもの

周囲にいる大人が、サービスに対する情報、子ど

もの実態をつかむ場として講座を位置付けること

が必要である。 

 実際に、大人を対象とした研修・講座では、今

後の講座プログラムを構築するための知見が得ら

れた。その知見をポイントごとに整理する。 

ア. 実物を利用した体験的講座 

生涯教育として被害未然防止の為に開かれた神

奈川県のセミナーでは、パソコンの基本的な操作

やフィッシング詐欺などについて、パソコン、携

帯電話を活用しながら体験的に学ぶことのできる

システムを導入していた。 

イ. ロールプレイングやシミュレーション等のシ

ーンを取り入れた講座 

具体的なシステムの取り入れていない教員の研

修などでは、ロールプレイイングやある問題に対

するディスカッションなど手法を取り入れること

も効果的であると考える。 

ウ. 新しい情報提供と教員同士のコミュニケーシ

ョンを促す場面の設定 

教員同士が情報を交換したり、実際に現場で遭

遇した問題点等を上げたりする場面が設定されて

いた。情報共有と確認のためにその場でパソコン

に情報を打ち込んで見やすくするなどの手法も取

り入れられていた。 

また、研修に参加している教員の質問などから、

新しい情報の提供が必要であることが明らかにな

った。ゲーム関連の内容やオンラインゲームやイ

ンターネットコンテンツなどは新しいサービスと

してそのリスクや問題点が十分に認識されていな

いことが伺えた。 

 

さらに、ヒアリング調査からも、大人に対して

家庭内でのルールやメディアとの関わり方、イン

ターネットコンテンツ著作権に関する理解を促す

ことの重要性が確認された。法的な整備状況は消

費者の安全を守る観点においても、子どもの安全

を守る観点においても、十分ではないことを指摘

している。よって、プログラムでは、具体的な場

面を想定した「ケーススタディ」を取り入れ、リ

スクに対する認識、理解だけではなく、実際に起

こりうるトラブルを想定した講座が求められる。

特に、取り入れるケースは完全に法的に判断でき

るものだけではなく、個人の価値意識に基づいた

判断が求められるようなケースを取り入れること

で、様々な価値意識を相互に交換しあう場として

の役割をもたせることが期待できる。 

また、必要であれば学校の授業実践で使えるよ

うなワークシートやケースを導入し、学校教員側

からも、子どもの被害者・加害者化を防ぐ取り組

みを推し進めることが重要であるといえよう。 

以上の観点から、大人・教員向けの講座の要点

を整理すると次の通りである。 
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対象 学校教員、幼少期・青年期の児童（生徒）の保護者、一般成人 

講座の目的 

 幼少期、青年期に接触する子どもをとりまく消費文化の背景で生じているトラブルに
ついて理解し、参加者同士が共有できる。 

 子どもの実態や、生じているトラブルを基に、子どもが被害者、加害者を防ぐ具体的
方策について理解する。 

プログラムの展開 準備物等 

1. 講座の趣旨説明(5分) 
 この講座の目的、及び講座の流れを開設する。 
 
2. 子どもをとりまく環境とメディアとの関わりの実態(20分) 
 年齢を問わず、ゲームやメディアとの接触が容易になっている実態や、各
種ゲームがインターネットへの接続ができるようになっている実態、RMTや不
正アクセスの実態と問題点などを提起する。 
 
3. アイスブレーク(10分) 
 自己紹介を兼ねて、今現在メディアや子どもをとりまく消費文化について
関連するキーワードを出し合いイメージマップを作成する 
 
 
3.具体的な場面を想定したシミュレーション(30 分) 
 具体的なケースを提示し、そのケースの対応について、グループで意見交
換を行う。 
 
ケース①学校での相談－金銭関連のトラブルが起きたケース 
（対象：学校教員、幼少期・児童期の子どもの保護者） 
児童（生徒）同士が、ゲームのアイテムを現金で売買したことで、トラブル
が生じたと相談を受けた。アイテムを受け取った児童（生徒）が金銭を支払
わらない、との相談であったがどのような対応ができるか。 
ケース②子どもからの相談 
個人情報が脅かされているケース（対象：幼少期・児童期の保護者） 
子どもがインターネットを使用していた際、自分のブログ（プロフ等）が勝
手に使用されている、と相談された。どのような対応ができるか。 
 
ケース③ 
子ども（児童・生徒）がふさぎ込んでいるため、相談に乗ったところ、友達
にオンラインゲームのアカウントを貸したところ、大切なアイテムをなくし
てしまったことが明らかになった。どのような対応ができるか。 
 
ケース④ 
家庭内での携帯電話、スマートフォン、ゲーム機、パソコンなどのメディア
との関わりの中で、「何歳から」、「どのような場所で」、「どのような時間で」
等、条件を定めて家庭内でルールを作る際、どのような条件があげられるか、 
 
4.情報の共有と関連情報の提供(25分) 
具体的なトラブルケースを基にしたグループディスカッションの結果を共有
し、今回のケースに関わっている問題と、参考資料として関連する書籍や教
材などが存在することを伝える。 

パソコン、プロジェクター 
 
 
スライド 
関連する書籍 
 
 
 
模造紙、付箋紙 
 
 
 
 
 
ロールプレイイングのシナリ
オ 
ケーススタディに関するワー
クシート 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
プロジェクター、スライ
ド 

注釈 

 ケーススタディは全てを行う必要がないこと、挙げられたケース以外にも想定するこ
とが可能である。（受講者のニーズを事前に調べることができれば優先的に調査をおこ
なう。） 

 スライドは、対象及びケーススタディのテーマから情報を整理する。（例：ケース① オ
ンラインゲームにおけるアイテム売買の意味、RMTとは、RMTの問題点と現状、オンラ
インゲームにおけるアイテム交換に関する規約等） 

 ケーススタディで得られた情報はパソコンで入力しプロジェクターで情報共有する 

表 8 子どもを加害者、被害者にしないための大人向け講座 【案】 
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